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１ 策定の背景と趣旨 

インターネットや携帯電話に代表されるＩＣＴ（情報通信技術）は急速に普及・発展し，私たちの

社会生活に大きな変化をもたらしました。特に近年のスマートフォンの普及により，多種多様な

情報を取得，発信することが容易に可能となり，新たなサービスやビジネスが登場しています。 

今般の新型コロナウイルスの感染拡大により，生活の中で「三密（密閉・密集・密接）」を避け

ることや人との接触を回避するための行動，働き方の変容など，新しい生活様式においてもデジ

タル技術はあらゆる場面で活用されています。 

自治体は，複雑かつ多様化する住民ニーズに対応しつつ，持続可能な形で行政サービスを

提供し続け，住民福祉の水準を維持向上することが求められていますが，新しい生活様式は行

政のデジタル化の遅れを明らかにし，社会全体としてサービスのあり方を根本から見直す契機と

なりました。 

わが国においては，少子高齢化により生産年齢人口が減少し，労働力不足や高齢社会の進

展に伴う社会保障費の増加など，社会的課題がより一層深刻化することが見込まれ，行政とし

てもデジタル化への変革により，限られた資源の中で課題解決にあたる必要があります。 

こうした背景を踏まえ，ＩＣＴなどのデジタル技術を活用し，新しい生活様式への対応，市民生

活の質をより高めることのできる行政サービスへの転換など，持続可能なまちづくりの実現を図る

観点から，「大崎市デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」を策定し，人々の生活を

あらゆる面でより良い方向に変化させるデジタル・トランスフォーメーション（以下「ＤＸ」という。）を

推進するものです。 

 

 

２ 自治体ＤＸの必要性 

（１）国の施策等の動向 

国では，平成１３(2001)年１月に「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦

略本部）」を設置し，「e-Japan 戦略」を策定することにより，全ての国民がＩＴ（情報技術）を活用

し，その恩恵を最大限に享受できるための取り組みを推進してきました。 

以後，「e-Japan 戦略Ⅱ」，「ＩＴ新改革戦略」，「新たな情報通信技術戦略」を策定し，ＩＴ基盤

やネットワークインフラの整備に重点を置いた施策を着実に進め，平成２５(2013)年６月には，

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」を閣議決定し，ＩＴの利活用に重点を移し，世界最先端のＩＴ国

家を目指して政策を推進してきました。 

平成２８(2016)年１２月には，行政や民間が持つ大量のデータを適正かつ効果的に活用する

ことで社会課題を解決し，安心して暮らせる社会や快適な生活環境を実現するため，「官民デ

ータ活用推進基本法」が施行されました。 

令和元(2019)年１２月には，「デジタル手続法」が施行され，「デジタルファースト，ワンスオン

リー，コネクテッド・ワンストップ」のデジタル化３原則が定められ，地方公共団体においてはその

実施が努力義務とされました。 
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令和２ (2020) 年１２月に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」

において，デジタル社会の目指すべきビジョンとして「デジタルの活用により，一人ひとりのニーズ

に合ったサービスを選ぶことができ，多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない，人に

優しいデジタル化～」を掲げ，その実行に向けて令和３ (2021) 年９月にデジタル社会形成基

本法を施行し，デジタル庁を設置しました。同時に決定された「デジタル・ガバメント実行計画」で

は，行政手続のオンライン化や自治体の業務システムの標準化など，行政デジタル化を前提と

して手続を見直すために必要となる事項を示しました。 

さらに総務省では，「自治体ＤＸ推進計画」を策定し，デジタル技術やデータを活用して，住民

の利便性を向上させるとともに，デジタル技術やＡＩ（人工知能）等の活用により業務効率化を図

り，人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていくことが求められるとし，自治体が重点的

に取り組むべき事項を具体化しました。 

 

表 国のＩＴ戦略の動き 

年 施策 概要 

H13(2001) e-Japan戦略 国民がＩＴの活用により，その恩恵を実感でき

る社会の実現 

H15(2003) e-Japan戦略Ⅱ 医療，食など，７分野でのＩＴ利活用の先導と

新しいＩＴ基盤の整備 

H18(2006) ＩＴ新改革戦略 ネットワークインフラの整備，子どもたちや技術

への投資 

H22(2010) 新たな情報通信技術戦略 関連政策の効果を追求し，国民本位の電子

行政等の実現 

H25(2013) 世界最先端ＩＴ国家創造宣言 2020年までに世界最高水準のＩＴ利活用社

会の実現 

H28(2016) 官民データ活用推進基本法 行政手続に係るオンライン利用の原則化 

マイナンバー制度運用開始 行政事務の効率化，国民の利便性の向上，

公平公正な社会実現のための基盤整備 

H30(2018) 世界最先端デジタル国家創

造宣言 

政府の行政サービスを起点とし，紙中心のこ

れまでの在り方等を含めた大改革の断行 

デジタル・ガバメント実行計画 デジタル技術の徹底活用と行政サービスを見

直し，行政の在り方そのものを変革 

R元(2019) デジタル手続法 「デジタルファースト，ワンスオンリー，コネクテ

ッド・ワンストップ」のデジタル化３原則 

R2(2020) 自治体ＤＸ推進計画 デジタル・ガバメント実行計画における各施策

において，自治体が重点的に取り組むべき事

項，内容を具体化 

Ｒ3(2021) デジタル社会形成基本法 デジタル社会の形成に関する施策を重点的に

推進 

デジタル庁設置 デジタル社会の形成に関する行政事務の迅

速かつ重点的な遂行し，国全体のデジタル化

を主導 
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【第２期宝の都（くに）・おおさき市地方創生総合戦略から作成】 

（２）社会情勢 

①情報通信機器の保有率とSociety5.0 

スマートフォンの世帯保有率は，平成２３

年の29.3％から，令和２年には86.8％とな

るなど，端末の小型軽量化や低廉化により

急増しています。タブレット端末においても，

平成２３年の 8.5％から令和２年には

38.7％と増加傾向にあります。個人のイン

ターネットの利用状況は，スマートフォンか

らの利用が 68.3％と最も多くなっており，Ｓ

ＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）

やオンライン予約，モバイル決済の進展に

繋がるなど，データ流通量は飛躍的に増大

しています。 

それによりＩｏＴ（モノのインターネット），ビッグデータ，ＡＩ，５G（第５世代移動通信システム）の

普及など，社会のあり方に影響を及ぼす新たな技術が進展しています。これらをあらゆる産業や

社会生活に取り入れ，経済発展と社会的課題の解決を両立していく Society 5.0 と呼ばれる社

会が到来しようとしています。 

 

②デジタル化への対応 

全世界に拡大した新型コロナウイルス感染症は，社会経済活動に大きな影響を与え，国が緊

急事態宣言を発出した令和２年４月以降，いわゆる三密を回避し感染リスクを下げる目的から，

オンライン会議やテレワーク，GIGA スクール構想によるタブレット端末を活用したリモート授業な

どの取り組みが進みました。 

一方，新型コロナウイルス感染症対策特別定額給付金の支給にあたっては，国の主導により

オンライン申請の仕組みが整備されたものの，マイナンバーカードの保有率の低さに加え，オン

ライン申請に対応した業務体制の整備の遅れから，速やかな支給には繋がらず，デジタル化が

社会全体の課題として認識されるようになりました。 

 

（３）大崎市の現状と課題 

①人口減少 

平成１８年３月の合併前における１市６町の

総人口は，平成１２ (2000）年の 139,313 人

をピークに減少し，令和２ (2020) 年国勢調

査（確定値）では 127,330人となっています。

第２期宝の都（くに）・おおさき市地方創生総合

【出典】 総務省「通信利用動向調査」 
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【出典】 第８期大崎市高齢者福祉計画 
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資料：平成 27年まで 国勢調査（各年 10月１日） 
令和２年        国     総務省人口推計(概算値)（４月１日現在） 

            宮城県 宮城県高齢者人口調査（３月31日現在） 
大崎市 住民基本台帳（４月１日現在）  

戦略において，大崎市の人口が，令和２２（2040）年に 112,022 人となり，生産年齢人口が

59,963人でピーク時から３２.７％の減少になると推計しています。 

生産年齢人口の減少に伴う市税等の歳入の減少のほか，今後，老齢人口割合の増加に伴

う社会保障関連経費の増大や公共施設

の大規模な長寿命化修繕が控えるなど，

これまで以上の財政需要が見込まれて

おり，安定的な行財政運営に対する課題

となることが予測されています。 

深刻化する人手不足の解消や効果的

な行財政運営を進めるため，デジタル技

術や EBPM（証拠に基づく政策立案）によ

る行財政改革の推進，民間企業との連

携，データの公開・利活用を通じ，地域課

題の自発的解消に取り組むことが重要と

なります。 

 

②災害への備え  

近年，気候変動の影響により豪雨等の自然災害が年々激甚化・頻発化しています。本市も，

令和元年東日本台風により甚大な被害が生じる等，これまで様々な災害に見舞われました。令

和２年度に実施した「大崎市

市民意識調査」では，多様化

する住民ニーズの中でも「水

害・地震などへの防災対策」

へのニーズが最も高くなって

います。今後発生する恐れ

のある災害への備えとして，

災害発生時の情報発信の迅

速化やデジタル技術やデータ

を活用した対策が求められて

います。 

 

③経営資源の制約 

平成１８年３月３１日の１市６町の合併直後，財政健全化に取り組むべく，退職者不補充と勧

奨退職により，合併時点で１，３５８人であった職員（病院事業に所属する正職員を除く）は令和

２年４月１日時点で９８６人となっています。 

職員は通常業務に加えて災害対応，制度改正等による新たな業務対応により，令和２年度

【出典】 大崎市市民意識調査2021 

施策に対する市民ニーズ得点 

 

高齢化率は，総人口に占める
65 歳以上の人口割合，年齢
不詳を除いて算出 

 

(％) 
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【大崎市人事行政運営の状況から作成】 
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           （単位：千円） 

の時間外勤務手当は平成２４年度と比較し，１．３４倍に増

加しています。新型コロナウイルスの感染症対応による業務

も増加しており，緊急的な様々な課題解決に，限られた職

員で取り組むことが厳しくなる状況にあります。 

平成３０年に国の「自治体戦略２０４０構想研究会」がまと

めた「自治体戦略２０４０構想研究会第二次報告」において，

経営資源であるヒト・モノ・カネが制約されることを前提に，既

存の制度・業務を大胆に再構築する必要性や，従来の半

分の職員でも自治体が本来担うべき機能が発揮できるよう

な仕組みを構築する必要性について述べられています。 

本市においても，経営資源が制約される状況がさらに見

込まれることから，ＡＩやＲＰＡなどのデジタル技術を活用しな

がら業務の効率化を進め，相談業務や政策展開など，職員は職員でなければできない業務へ

注力することが求められています。 

 

④行政手続 

令和５年度供用開始を目

指して大崎市役所新庁舎の

建設を進めています。一部の

申請や届出等の手続に庁舎

間の移動を強いられていること

や，年度末，年度初めの異動

時期の待ち時間の解消のため，

新庁舎建設を機に「迷わせない・歩かせない・待たせない」ワンフロアストップ窓口の仕組みを検

討しています。 

また，予約システムによる滞在時間の短縮や，キャッシュレス端末による非接触型の支払い

などの取り組みも進める必要があります。 

さらに，開庁時に来庁し手続を行う手間や時間を減らすため，各種手続に係る押印や業務工

程の見直しを行うほか，オンラインでの申請を可能とすることにより，インターネット上での申請を

可能とする電子申請の拡充を図り，市民の利便性を推進する必要があります。 

 

⑤マイナンバーカードの普及促進 

国では「令和４年度末にはほぼ全国民にマイナンバーカードが行き渡る」ことを目指し，消費の

活性化，マイナンバーカードの普及促進，官民キャッシュレス決済基盤の構築を目的に「マイナ

ポイント事業」を実施し，本市においてもマイナンバーカードの普及促進に努めてきましたが，令

和４年１月時点で，本市のマイナンバーカードの交付率は，全国平均，県平均を下回る状況が

大崎市役所新庁舎１階窓口 イメージ図  
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続いています。  

マイナンバーカードは健康保険証や本

人確認の際の身分証明書になるほか，

行政手続のオンライン申請やコンビニエ

ンスストアで住民票，印鑑登録証明書な

どの公的な証明書の取得，民間のオン

ライン取引など，電子証明書として様々

な場面で利用が可能となります。また，

行政手続においてマイナンバーを提示す

ることで必要な添付書類が減り，手続時

間の短縮につながります。 

このことから，便利な暮らし，より良い社会の実現とデジタル社会の基盤となるマイナンバーカ

ードについて，普及促進に向けた取り組みを推進する必要があります。 

 

⑥デジタルデバイド（情報格差）対策 

スマートフォンやパソコン等のＩＣＴを利用できる人と利用できない人との間にデジタルデバイド

が生じます。  

利用できない人は，災害や緊急時に

おける情報伝達が遅れたり，オンライン

サービスが受けられないなど，情報弱者

となりやすい傾向にあります。また，利用

できる人でも情報リテラシーが低いとイン

ターネットを介した事件や犯罪に巻き込

まれるリスクが高まります。安全安心に暮

らせるよう，年齢，障がいの有無，性別，

国籍，経済的な理由等にかかわらず，デ

ジタル機器の操作方法やオンラインによ

る行政手続サービスの利用方法の相談

など，民間事業者などと連携し，デジタル

デバイド解消に向けた対策を進めていく必要があります。 

 

⑦産業振興 

産業分野においても自然環境の変化や新たな課題に対する施策が求められています。農業

分野では，農業従事者の高齢化，担い手不足，気候変動による災害などにより，厳しい状況に

直面しています。商業分野では，中心市街地の空洞化が進み，空き店舗の活用による商店街

の新たな魅力づくりなど，商店街への誘客に向けた取り組みが必要となっています。観光分野で

【出典】 （2020）「情報通信機器の利活用に関する世論調査」を

基に総務省作成 

マイナンバーカード交付率（大崎市作成） 
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現在 

（課題） 

デジタル技術や
データの活用 

デジタル変革 

デジタル変革

による効果 

住民福祉の
向上 

 

は，鳴子温泉郷の宿泊客数が東日本大震災以前と比べ，約３割の減少となっており，新型コロ

ナウイルスの感染症拡大により，さらに厳しい情勢となっています。 

持続可能な産業を確立するため，デジタル技術を積極的に活用した政策展開により，新たな

サービスの創出やあらゆる産業において生産性の向上が求められています。 

 

（４）課題解決のための自治体ＤＸ 

自治体において，これまでのやり方では解決が困難な課題，社会情勢の変化や新たな課題

を解決していくためには，デジタル技術やデータを活用した自治体ＤＸの取り組みが不可欠です。

SDGs（持続可能な開発目標）の掲げる１７の目標においても，デジタル技術やデータに基づく新

たな政策の展開は欠かせないものとなっています。 

これは，課題の解決にあたり，単に情報システムを導入するのではなく，これまでの慣習や前

例にとらわれず，既存の業務プロセスを抜本的に見直しながら，生産性を向上させ，その結果生

み出された時間・労力を質の高い行政サービスに振り向けるものです。これにより，利用者から

見て一連のサービス全体を，「すぐ使えて」，「簡単で」，「便利な」ものとなる，Society5.0 時代に

ふさわしい行政サービスを市民一人ひとりが享受することにつながります。 

本市においても，デジタル技術やデータの活用を前提とした政策の展開により，市民の利便性

の向上や業務の効率化を図るほか，産業の維持・発展に資するデジタル環境の整備を行い，住

民福祉の向上を図ることが求められています。 

 

３ 大崎市がデジタル変革で目指す姿 

本市では，市民・行政・地域の課題を解決していくため，デジタル技術やデータ等の効果的な

活用を推進し，絶え間ないデジタル変革により，住民福祉の向上に取り組みます。 
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本市は，豊饒な大崎平野を利用した農業を基幹産業として発展し，世界農業遺産に認めら

れた豊かな農村景観や，渡り鳥に選ばれたラムサール条約登録湿地，日本百名湯の鳴子温

泉郷など，自然環境に恵まれています。 

そこで，デジタル技術によって，都市の持つ高い生産性や良質な情報と田園の持つ豊かな自

然，潤いのある人間関係を結合させ，誰一人取り残さず，健康でゆとりある暮らし，働き方の柔

軟性や生活の質が高く維持される「持続可能なデジタル田園都市」を目指します。 

 

 

 

 

デジタル化の進んだ先の姿は，市民にとっては，いつでもどこからでも来庁することなく手続が

可能なほか，容易に情報収集ができます。 

行政にとっては，相談業務や政策展開など職員にしかできない業務に注力でき，職員にとっ

てもより良い働き方ができます。 

地域にとっては，安全安心な暮らしを営み，時代のニーズに即応した産業を維持，発展する

ことができます。また，市民協働も従来の手法に加え，双方向で情報共有し，コミュニティを活性

化できます。 
    

【デジタル化が進んだ先の姿（例）】 

 Before  Ａｆｔｅｒ 
    

市民 

 

    

 

 

窓口の混雑 / 役所で手続 

   

                              

 

 

来庁不要な行政手続は２４時間どこでもオンライン 

    

行政 

 

 

 

 

様々な課題対応 / 職員数の減少 

  

 

 

   

データや RPA，ＡＩ等の活用 

 

 

 

 

政策立案や相談業務に注力 

    

地域 

 

  

 

 

 

災害対応・市民協働/産業の担い手不足 

   

 

 

 

双方向の情報伝達    /   生産性向上・就労の促進 

【目指す姿】 

持続可能なデジタル田園都市 －絶え間ないデジタル変革・フロンティアおおさき－ 

 

 

 

 

マイナンバーカード活用 

キャッシュレス決済 

データ活用 

プッシュ通知

データ活用 

ドローンの活用 
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４ ＤＸ推進のための基本方針 

デジタル変革で目指す姿を実現し，デジタル技術の活用により人々の生活をあらゆる面でより

良い方向に変化させるＤＸを推進するため，次に掲げる３つの基本方針に基づき，デジタル化を

推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 計画の位置づけ 

第２次大崎市総合計画の基本計画後期計画第１章「市民が主役 協働のまちづくり」第３

節「市民の生活を支える行財政改革の推進」，施策の背景の冒頭で，「提唱される未来社会

のコンセプトである Society5.0 の実現に向け行政が行うことは，デジタル技術を活用して，行

政，市民のＤＸを推進し，人々の生活をより良い方向へ変化させる最適な政策形成を図るこ

とです。」とし，１０年後の望ましい姿では，「デジタル変革により，市民の利便性が向上してい

る。」としています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

１ 市民サービスのデジタル変革   ～市民の利便性の向上～ 

 

 

 
 

２ 行政のデジタル変革   ～行政運営の効率化～ 

 

 

 

３ 地域のデジタル変革  ～安全安心な暮らし～   

マイナンバーカード
の普及促進 

行政手続のオンラ
イン化 

デジタルデバイド対
策 

市役所窓口のワ
ンストップサービス 

システムの標準
化・共通化 

業務効率化ツール
の利用促進 

テレワークの実践 
セキュリティ対策の
徹底 

オープンデータの
活用推進 

ICT・IoT等の先端
技術の活用 

デジタルインフラの
整備 

ワーケーションの
推進 

利用者の目線で市民ニーズを追求し，誰にでもわかりやすく，利用しやすい行政

サービスに取り組み，デジタル変革による市民の利便性向上に取り組みます。 

【主な取組】 

 

徹底した業務プロセス改革を実施し，デジタル技術を活用した効率的な行政運

営（働き方改革）で，市民生活の質を高める行政サービスに取り組みます。 

【主な取組】 

 

官民データやデジタル技術を活用し，災害に備えた安全安心な暮らしの実現，

デジタル時代に即した産業の創出に取り組みます。 

【主な取組】 
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本計画は，総合計画におけるＤＸを具体的に推進する計画として位置づけ，行政改革大綱

や各種計画におけるデジタル技術を活用した変革に関する共通の将来像，基本方針としま

す。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 計画の期間 

本計画は，第２次大崎市総合計画後期計画に合わせ，令和４年度から令和８年度までの

５年間を計画期間とします。 

なお，デジタル化をめぐる動向は日々変化しており，当初計画していたものから乖離が生じ

る可能性もあります。そのため，随時見直しながら柔軟に対応していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 R4 

2022 

R5 

2023 

R6 

2024 

R7 

2025 

R8 

2026 

R9 

2027 

R10 

2028 

R11 

2029 

R12 

2030 

R13 

2031 

総合計画 第 2次 後期基本計画 第 3次 前期基本計画 

行政改革大綱 
第 2期行政改革大綱 

検証 
第３期行政改革大綱 

第 5次 第6次集中改革プラン 第7次集中改革プラン 第 8次 

ＤＸ推進計画 第１次 ＤＸ推進計画 第２次 ＤＸ推進計画 

 

大崎市総合計画 

 

 

 

大崎市ＤＸ推進計画 

行
政
改
革
大
綱 

共通の将来像 
基本方針 

[社会的要請] 

▶Society5.0 

▶新しい生活様式 
 

 

SDGs 

 

［国の関連法等の要請］ 

▶官民データ活用推進基本法 
▶デジタル手続法 
▶自治体 DX推進計画 

 

 

将来像の実現 

ＤＸの具体的推進 

各
種
計
画 

各
種
計
画 

各
種
計
画 
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７ 推進体制 

本計画の推進にあたっては，市長をトップとした全庁的な体制で取り組みます。 

また，計画の進捗度について把握・分析を行い，本計画の実効性を高めていきます。 

    

（１）組織体制 

① ＩＣＴ推進本部からＤＸ推進本部へ 

市長を本部長，副市長を副本部長，本部員を理事・部長級で構成し，全庁的な推進体

制として設置している「大崎市ＩＣＴ推進本部」を，本計画の策定後に，「（仮称）大崎市

ＤＸ推進本部」として見直しを行い，ＤＸ推進に向けた組織体制の強化を図ります。 

② 戦略会議 

参事・課長級をメンバーとする「戦略会議」において，ＤＸ推進本部が所掌する事項につ

いて調査研究します。また，本計画の推進する特定事項について，調査検討を行うワー

キングで，取り組みを推進します。 

③ 情報セキュリティ委員会 

副市長をＣＩＳＯ（最高情報セキュリティ責任者）とする「大崎市情報セキュリティ委員会」

において，情報セキュリティ対策を講じ，ＤＸ推進本部と一対となる推進体制を図りま

す。 

④ 情報政策部門の設置 

全庁的にＤＸを推進するため，情報政策を担当する部署を設置し，効果的なＤＸの実現

を図ります。 

⑤ 外部人材の任用 

ＤＸを積極的に推進するため，デジタル関連の専門的知見を有する外部人材を任用し，

ＤＸの取り組みの加速と本計画の体制強化を図ります。 

（２）人材育成 

計画的な職員研修や外部人材の活用により，ＤＸ推進に向けた意識醸成を図るほか，

ＩＣＴスキルの向上やデジタル技術やデータ等を活用した新たな企画立案ができる能力

を高めるとともに，デジタルリテラシーや情報セキュリティの意識向上を図ります。 

（３）事業調整 

各課のデジタル技術等に係る事業調整について情報化部門が一括して取りまとめ，政

策部門，財政部門と連携，調整し，ＤＸの推進とコスト適正化の両面から，デジタル技術

に係る事業予算を精査するとともに，財源確保を図ります。 
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８ 取組分野 

本計画で目指す姿を実現するため，重点的に取り組む分野を以下の８分野とします。 

また，８分野も含め，各部門で意欲的に取り組む施策については，総合計画の実施計画の

中で取り扱います。 

  

（１）情報システムの標準化・共通化 

令和７年度を目標に国が進める標準化システム及びガバメント・クラウド

の動向を注視し，本市の情報システムの移行を前提に，システムリプレ

イスの段階から取り組みます。 

 

【各部門の取組施策例】 

行政の情報系システムが最適化され，効率的に低コストで業務が行われ，経営資源

が最大限に活用されている。 

 

（２）マイナンバーカードの普及促進 

行政手続のオンライン化による本人確認や効率的な社会保障制度活用の

ため，利活用策を検討，実施しながら取得率向上に取り組みます。 

 

【各部門の取組施策例】 

マイナンバーカードの普及促進に取り組み，マイナポータルでの特定検診や薬剤情報

の閲覧により，正確なデータに基づく診療・薬の処方を受けることができている。 

 

（３）行政手続のオンライン化 

紙主体の行政手続について，押印の廃止や業務フローの抜本的な見直

しによりオンライン化を進め，来庁しなくても手続できる，また来庁しても

ワンストップで手続できる環境の構築に取り組みます。 

 

【各部門の取組施策例】 

補助金や融資申請などの行政手続のオンライン化を進め，申請から審査，決定まで

の業務をデジタル化し，ペーパーレスの推進のほか，申請者が来庁することなく，２４

時間申請が可能となっている。 
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（４）業務効率化ツールの利用促進 

ＡＩや RPA，LGWAN-ASPなどを活用して業務の効率化を図り，生じた人的

資源を政策の企画立案や，支援の必要な市民の相談等に充てるなど，さ

らなる行政サービスの向上に取り組みます。 

 

【各部門の取組施策例】 

市民が窓口で行政手続を行う場合に，キャッシュレス決済を導入し，非接触型の多

様な決済手段ができることによって，滞在時間や対面時間が短時間になっている。 

 

（５）テレワークの実践 

コロナ禍における感染拡大防止や市役所の業務継続，働き方改革を

推進するため，市役所業務のテレワークを実践するとともに，その環境

の整備に取り組みます。 

 

【各部門の取組施策例】 

テレワークが定着し，業務継続性の確保や職場における感染症拡大防止が図られて

いるほか，ワークライフバランスのとれた職場になっている。 

   

（６）セキュリティ対策の徹底 

ＩＣＴの活用による自治体ＤＸを，安全かつ安心に推進するため，セキュリ

ティポリシーを随時見直し，職員等が遵守することで，情報漏洩等の事

故を防止するなど，セキュリティ対策に取り組みます。 

 

【各部門の取組施策例】 

職員全員にモバイル端末やタブレット端末がいきわたり，セキュリティの強化が保たれ

た中で，庁内のどこでも仕事ができるネットワーク環境が構築され，時間や場所を有

効に活用した柔軟な働き方ができている。 

 

（７）地域社会のデジタル化 

デジタル技術の活用による迅速かつ確実な情報提供の実現やオープン

データの活用により，防災の強化や市民協働の推進，産業の創出を実

現し，持続可能な地域社会の確立に取り組みます。 

 

【各部門の取組施策例】 

・災害や避難情報などの緊急時の情報について，デジタル技術を活用した双方向の

受発信体制を構築し，素早く危険から身を守ることができるようになっている。 
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・ＳＮＳを活用し，市民からの路面損傷や不法投棄等の情報共有と市の対応を双方向

で情報共有したり，パブリックコメントや各種アンケート調査を効率的に行い，効果的

に市民参加をすることができている。 

 

（８）デジタルデバイド対策 

デジタル機器に不慣れな人でも，身近な場所でオンラインによる行政手

続や学習などができるよう，関係機関と連携し，オンライン環境の整備や

支援体制の構築に取り組みます。 

 

【各部門の取組施策例】 

高齢者の見守り対策として，スマートフォンやタブレットを活用した安否確認や，各種

問合せが，音声を使ったチャットボットでサポートされている。 
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用語集 

 

索引 用 語 解   説 

Ａ ＡＩ 

（ｴｰｱｲ） 

Artificial Intelligenceの略で，人工知能のこと。  

Ａ ＡＳＰ 

（ｴｰｴｽﾋﾟｰ） 

Application Service Provider の略。ビジネス用アプリケーションソ

フトをインターネットを通じて顧客に提供する事業者。 

Ｃ ＣＩＯ 

（ｼｰｱｲｵｰ） 

Chief Information Officerの略。日本語では「最高情報責任者」

「情報システム担当役員」「情報戦略統括役員」など。企業や行

政機関等といった組織において情報化戦略を立案，実行する責

任者のこと。 

Ｃ ＣＩＯ補佐官 

（ｼｰｱｲｵｰ） 

ＣＩＯの補佐者でＣＩＯ及び情報システム統括部門に対して支援，

助言を行う者。 

Ｃ ＣＩＳＯ 

（ｼｰｱｲｴｽｵｰ） 

Chief Information Security Officerの略。最高情報セキュリティ

責任者。ネットワーク，情報システム等の情報資産の管理及び

情報セキュリティ対策に関する最終決定権限及び責任を有する

者。 

E ＥＢＰＭ 

（ｴﾋﾞﾃﾞﾝｽ・ﾍﾞｰｽﾄ・

ﾎﾟﾘｼｰ・ﾒｲｷﾝｸﾞ） 

Evidence-based Policy Making の略。政策の企画をその場限り

のエピソードに頼るのではなく，政策目的を明確化したうえで合理

的根拠（エビデンス）に基づくものとすること。証拠に基づく政策立

案。 

Ｉ ＩＣＴ 

（ｱｲｼｰﾃｨｰ） 

Information and Communication Technologyの略で，コンピュー

タ，インターネットにより，「ヒト」の情報をデジタル化・共有化し，社

会経済を効率化・活性化すること。 

Ｉ IｏT 

（ｱｲｵｰﾃｨｰ） 

Internet of thingsの略。ビッグデータ，ＡＩにより，自動車，家電，

ロボット，施設などあらゆるモノがインターネットにつながり，情報の

やり取りをすること。 

I ＩＴ 

(ｱｲﾃｨｰ) 

Information Technology（情報技術）の略で，インターネットなど

の通信と，コンピュータなどの情報機器を組み合わせて活用する

技術の総称。 

L ＬＧＷＡＮ 

（ｴﾙｼﾞｰﾜﾝ） 

総合行政ネットワーク（Local Government Wide Area Network）

は，地方公共団体の組織内ネットワーク（庁内 LAN）を相互に接

続し，高度なセキュリティを維持した，地方公共団体システム機

構が運営する行政専用のネットワークのこと。 
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L ＬＧＷＡＮ-ＡＳＰ 

（ｴﾙｼﾞｰﾜﾝｴｰｴｽﾋﾟ

ｰ） 

府省，地方公共団体，公益法人，民間企業が ASP として，

LGWAN を通じて，サービス利用者である地方公共団体に各種

行政事務サービスを提供するもの。 

Ｒ ＲＰＡ 

（ｱｰﾙﾋﾟｰｴｰ） 

Robotics Process Automationの略。「人」が実施している処理を

「ソフトウェア」が代行処理すること。システムとシステムの間の処

理をソフトウェアが埋めるシステム。 

Ｓ ＳＤＧｓ 

（ｴｽﾃﾞｨｰｼﾞｰｽﾞ） 

Sustainable Development Goals の略で，2030 年までに持続可

能でよりよい世界を目指す国際目標。１７のゴール・169 のター

ゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない（ leave no 

one behind）」ことを誓っている。SDGs は発展途上国のみなら

ず，先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであ

り，日本も積極的に取り組んでいる。 

Ｓ ＳＮＳ 

（ｴｽｴﾇｴｽ） 

Social Networking Service（Site）の略。インターネット上で会員

登録することで，個人間の交流を支援するサービス（サイト）。誰

でも参加できるものと，会員からの紹介がないと参加できないも

のがある。会員は自身のプロフィール，日記，知人・友人関係等

を，ネット全体，会員全体，特定のグループ，コミュニティ等を選

択の上公開できる。 

Ｓ Society5.0 

（ｿｻｲｴﾃｨ） 

狩猟社会，農耕社会，工業社会，情報社会に続く⼈類史上５番

⽬の新しい社会であり，新しい価値やサービスが次々と創出さ

れ，⼈々に豊かさをもたらす社会のこと。 

Ｗ Ｗｉ-Ｆｉ 

（ﾜｲﾌｧｲ） 

無線 LAN の標準規格である「IEEE 802.11a/b/g/n」の消費者

への認知を深めるため，業界団体の WECA（現：Wi-Fi Alliance）

が名付けたブランド名。 

い イノベーション 新技術の発明や新規のアイデア等から，新しい価値を創造し，

社会的変化をもたらす自発的な人・組織・社会での幅広い変革

のこと。 

お オープンデータ 機械判読に適したデータ形式で，二次利用が可能な利用ルー

ルで公開されたデータであり，人手を多くかけずにデータの二次

利用を可能とするもののこと。 

お オンライン会議 映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通

話をすることができる会議のこと。 

か 仮想化 ソフトウェア技術等の拡張によりコンピュータやハードディスクなど

を実際に物理的構成に拠らず柔軟に分割したり統合したりする

技術のこと。１台のものを複数台であるかのように利用することな

どができる。 
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か ガバメント・クラウド 政府の情報システムについて，共通的な基盤・機能を提供する

複数のクラウドサービスの利用環境のこと。 

か 官民データ活用推

進基本法 

データを活⽤した，安全安⼼・快適に暮らすことができる社会の

実現を目指して制定された法律。 

き キャッシュレス端末 物理的な現金（紙幣・硬貨）を使用せずに商品・サービスの料金

の支払等を行うことができる端末のこと。 

く クラウドサービス インターネット等のブロードバンド回線を経由して，データセンター

に蓄積されたコンピュータ資源を役務（サービス）として，第三者

（利用者）に対して遠隔地から提供するもの。なお，利用者は役

務として提供されるコンピュータ資源がいずれの場に存在してい

るか認知できない場合がある。 

し システムリプレイス 使用中のシステムを，現行の業務に合致し，今後の政策・方針

などに則って行政事務をスムーズに進めていくために新しく作り

かえること。  

し 情報セキュリティ 情報資産を安全に管理し，適切に利用できるように運営する経

営管理のこと。適切な管理・運営のためには，情報の機密性・安

全性・可用性が保たれていることが必要となる。 

し 情報セキュリティポ

リシー 

組織内の情報セキュリティを確保するための方針，体制，対策

等を包括的に定めた文書のこと。 

し 情報リテラシー 情報を十分に使いこなせる能力。大量の情報の中から必要なも

のを収集し，分析に活用するための知識や能力のこと。 

す スマートフォン 従来の携帯電話端末の有する通信機能等に加え，高度な情報

処理機能が備わった携帯電話端末。従来の携帯電話端末とは

異なり，利用者が使いたいアプリケーションを自由にインストール

して利用することが一般的。また，スマートフォンはインターネット

の利用を前提としており，携帯電話の無線ネットワーク（４G，5G 

回線等）を通じて音声通信網及びパケット通信網に接続して利

用するほか，無線 LAN に接続して利用することも可能となって

いる。 

た タブレット端末 パソコンやモバイル端末のうち，タッチインターフェースを搭載し

た液晶ディスプレイを主な入出力インターフェースとする，板状

の，持ち運び可能なコンピュータの総称。 

て デジタルインフラ インターネットをはじめとするＩＴ全般の技術基盤。 パソコンやスマ

ートフォンなどインターネットへの接続を可能とする通信網，共通

の利用環境を提供するオペレーティングシステムやアプリケーシ
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ョンソフト，電子商取引に必要な決済システムなどを指す。 

て デジタル・ガバメント デジタル技術の徹底活用と，官民協働を軸として，全体最適を

妨げる行政機関の縦割りや，国と地方，官と民という枠を超えて

行政サービスを見直すことにより，行政の在り方そのものを変革

していくこと。 

て デジタル３原則 デジタルファースト（個々の手続・サービスが一貫してデジタルで

完結する），ワンスオンリー（一度提出した情報は，再度提出する

ことを不要とする），コネクテッド・ワンストップ（民間サービスを含

め，複数の手続・サービスをワンストップで実現する），の３つのこ

と。 

で デジタル手続法 デジタル技術を活用し，行政手続等の利便性の向上や行政運

営の簡素化・効率化を図るため，行政のデジタル化に関する基

本原則及び行政手続の原則オンライン化のために必要な事項

等を定める法律。 

正式名称は「情報通信技術の活用による行政手続等に係る関

係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率性を

図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る法律等の一部を改正する法律」 

て デジタルデバイド 情報通信技術，特にインターネットの恩恵を受けることのできる

人とできない人との間に生じる情報格差のこと。 

て デジタルリテラシー インターネットを中心にデジタル情報や通信について，さらにはそ

れらを活用するパソコンやスマートフォンなどの機器やアプリにつ

いて知識を持ち，利用する能力のこと。 

て テレワーク ＩＣＴを活用して，場所と時間を有効に活用できる柔軟な働き方。

企業等に勤務する被雇用者が行う雇用型テレワーク（例：在宅

勤務，モバイルワーク，サテライトオフィス等での勤務）と，個人

事業者・小規模事業者等が行う自営型テレワーク（例：SOHO，

住宅ワーク）に大別される。 

ひ ビッグデータ 利用者が急激に拡大しているソーシャルメディア内のテキストデ

ータ，携帯電話・スマートフォンに組み込まれたＧＰＳ（全地球測

位システム）から発生する位置情報，時々刻々と生成されるセ

ンサーデータなど，ボリュームが膨大であると共に，構造が複雑

化することで，従来の技術では管理や処理が困難なデータ群。 



19 

 

 

ひ 標準化システム 地方公共団体における情報システム等の共同利用，手続の簡

素化，迅速化，行政の効率化等を推進するため，地方公共団

体の業務プロセス・情報システムについて統一環境を構築する

こと。 

へ ペーパーレス化 紙文書からの電子化のこと。電子化したデータを，パソコンなどで

ファイルとして閲覧することができ，紙文書の経費削減や環境保

護のほか，業務の効率化，コスト削減につながるもの。 

ま マイナンバーカード 住民からの申請により無料で交付されるＩＣチップ付きのカード。 

カードのおもて面には本人の顔写真と氏名，住所，生年月日，

性別が記載されており，本人確認のための本人確認書類として

利用できる。 また，カードの裏面にはマイナンバーが記載されて

おり，税・社会保障・災害対策の法令で定められた手続を行う際

の番号確認に利用できる。 

ま マイナンバー制度 住民票を持つすべての人に１人ずつ異なる１２桁の番号（マイナ

ンバー）を付番することにより，国や自治体など複数の機関に存

在する個人の情報が同一人物の情報であることを確認し，効率

的な情報の連携を図ろうとするもの。 

り リソース 資源，資産のこと。 

わ ワークライフバラン

ス 

仕事（ワーク）と生活（ライフ）の調和。誰もがやりがいや充実感を

感じながら働き，仕事上の責任を果たす一方で，子育て・介護

の時間や，家庭，地域，自己啓発等にかかる個人の時間を持

ち，健康で豊かな生活ができること。 

わ ワーケーション 仕事（ワーク）と休暇（バケーション）を組み合わせた欧米発の造

語で，テレワーク等を活用し，普段の居住地から離れ，リゾート地

などの地域で普段の仕事を継続しながら，その地域ならではの

活動も行うこと。 
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